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１ 決算の全体像

１

◇「経済活性化」と「くらしの向上」に向け、国補正予算を活用しつつ、諸施策を積極的

に推進したことにより、歳入歳出とも大幅に増加。

歳入は、５，０２８億円。（対前年度比 ＋ 467億円 ＋10.2％）

歳出は、４，９７７億円。（対前年度比 ＋ 446億円 ＋ 9.8％）

◇地方交付税の振替である臨時財政対策債などの増加により、収支は前年度に比べ

増加。歳 入 － 歳 出 － 翌年度へ繰り越した事業に必要な財源 ＝ ２２億円5,028億円 4,977億円 29億円
区　　　　分 平成21年度 平成20年度 増 減 額 増 減 率最 終 予 算 額 Ａ 543,993 488,695 55,298 11.3%歳 入 決 算 額 Ｂ 502,815 456,155 46,660 10.2%歳 出 決 算 額 Ｃ 497,690 453,115 44,575 9.8%収 支 差 引額 (Ｂ －Ｃ ) Ｄ 5,125 3,040 2,085 68.6%翌 年 度 繰 越 額 Ｅ 27,439 20,626 6,813 33.0%う ち 繰 越 財 源 Ｆ 2,875 2,170 705 32.5%実 質 収 支 ( Ｄ － Ｆ ) Ｇ 2,250 870 1,380 158.6%

（単位：百万円）

01,0002,0003,0004,0005,0006,000

H17 H18 H19 H20 H21

歳入 歳出(単位：億円)



２ 一般会計 歳入の状況

２

◇県税、地方交付税(その振替である臨時財政対策債を含む）等の主要な一般財源は、

⑳3,142億円から 3,196億円と54億円の増加。  　(単位：百万円、％）平成21年度 平成20年度決　算　額 決　算　額 増　減　額 増　減　率Ａ Ｂ （Ａ－Ｂ）Ｃ Ｃ/Ｂ1 110,682 125,853 △ 15,171 △ 12.12 21,782 20,459 1,323 6.53 8,132 1,940 6,192 319.24 1,424 2,084 △ 660 △ 31.75 131,500 141,068 △ 9,568 △ 6.86 456 458 △ 2 △ 0.47 2,479 1,958 521 26.68 8,244 8,011 233 2.99 105,722 69,403 36,319 52.310 1,195 755 440 58.311 585 22 563 2,559.112 10,940 9,595 1,345 14.013 3,040 3,363 △ 323 △ 9.614 14,071 11,920 2,151 18.015 82,563 59,266 23,297 39.316 う ち 臨 時 財 政 対 策 債 46,106 22,823 23,283 102.0合 計 502,815 456,155 46,660 10.2319,626 314,227 5,399 1.7うち主要な一般財源(1～5､16)

地 方 譲 与 税地 方 消 費 税 清 算 金県 税
分 担 金 及 び 負 担 金交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金地 方 交 付 税地 方 特 例 交 付 金

比 較

県 債諸 収 入繰 越 金繰 入 金寄 附 金財 産 収 入国 庫 支 出 金使 用 料 及 び 手 数 料
款　　　　　　別

使用料及び手数料8,244(1.6)
歳　　入

502,815百万円

県　税110,682(22.0) 地方消費税清算金21,782(4.3)地方譲与税8,132(1.6)地方特例交付金 1,424(0.3)地方交付税131,500(26.2)分担金及び負担金　　　2,479(0.5)
国庫支出金105,722(21.0)

繰入金10,940(2.2)諸収入14,071(2.8)
その他 5,276(1.1) 単位：百万円（　）構成比 ％県債82,563(16.4)うち臨時財政対策債46,106（9.2）
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単位：百万円、［ ］内は20年度決算額

県税等県税等県税等県税等

・地方法人特別譲与税の創設により地方譲与税が増加したものの、景気動向を反映

して、法人２税、個人県民税、自動車取得税をはじめ大半の税目で減少したことによ

り、全体で７７億円の減。

１４０１４０１４０１４０，，，，５９６５９６５９６５９６ ［１４８，２５２］ △△△△７７７７，，，，６５６６５６６５６６５６ △△△△５５５５．．．．２２２２％％％％

地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税

臨時財政対策債臨時財政対策債臨時財政対策債臨時財政対策債

・国において「生活防衛のための緊急対策」に基づき地方交付税が上乗せされたこと

等により、臨時財政対策債を含めた実質的な地方交付税は、対前年度１３７億円の増。

１１１１７７７７７７７７，，，，６０６６０６６０６６０６ ［１６３，８９１］ ＋＋＋＋１３１３１３１３，，，，７１５７１５７１５７１５ ＋＋＋＋８８８８．．．．４４４４％％％％

３

Ｈ21 Ｈ20 増減額 増減率

 地方交付税 131,500 141,068 △9,568 △6.8% 

 臨時財政対策債 46,106 22,823 23,283 102.0% 

Ｈ21 Ｈ20 増減額 増減率

110,682 125,853 △15,171 △12.1% うち法人２税 15,664 27,492 △11,828 △43.0% 　　個人県民税 51,559 52,833 △1,274 △2.4% 　　自動車取得税 2,355 3,693 △1,338 △36.2% 
21,782 20,459 1,323 6.5% 

8,132 1,940 6,192 319.2% 

 県　　税

 地方消費税清算金

 地方譲与税



国庫支出金国庫支出金国庫支出金国庫支出金

・地域活性化・経済危機対策臨時交付金(3,850)、地域活性化・公共投資臨時交付金(6,712)、

緊急雇用創出事業臨時特例交付金(6,176)、生活福祉資金貸付補助金(1,446)、社会福祉施

設耐震化交付金(1,284)、障害者自立支援対策臨時特例交付金(1,871)、介護基盤緊急整備

交付金(1,958)、介護職員処遇改善交付金(5,373)､子育て支援対策臨時交付金(2,028)、地域

医療再生交付金(5,000)、医療施設耐震化交付金(2,976)など､国の経済危機対策等による国

庫支出金を積極的に活用したことにより、大幅に増加。

１０５１０５１０５１０５，，，，７２２７２２７２２７２２ ［６９，４０３］ ＋＋＋＋３６３６３６３６，，，，３１９３１９３１９３１９ ＋＋＋＋５２５２５２５２．．．．３３３３％％％％

単位：百万円、［ ］内は20年度決算額

繰入金繰入金繰入金繰入金

１０１０１０１０，，，，９４０９４０９４０９４０ ［９，５９５］ ＋＋＋＋１１１１，，，，３４５３４５３４５３４５ ＋＋＋＋１４１４１４１４．．．．００００％％％％

うち財政調整基金財政調整基金財政調整基金財政調整基金 0000 ［1,100］ 皆減皆減皆減皆減

・財政調整基金、県債管理基金の取崩しは行わず、国の経済危機対策等により創設・積

み増しした基金や、特別会計からの繰入金などを活用。

県県県県 債債債債

・通常債については、今後の公債費負担の軽減を図るため、引き続き発行抑制に努めた

が、国の経済危機対策等による臨時的な発行により増加。

・地方交付税の振替である臨時財政対策債が大幅に増加。退職手当債の発行は抑制。臨時財政対策債 ４６，１０６［２２，８２３］ ＋２３，２８３ ＋１０２．０％退職手当債 ２，０００[ ５，４００] △ ３，４００ △ ６３．０％
・県債の発行に当たっては、極力、地方交付税により財源措置がなされる地方債を活用。

・平成２１年度末県債残高 １０，１３４億円（⑳末 ９，８６０億円） ＋２７４億円うち通 常 債 ７，５５７億円（⑳末 ７，７０８億円） △１５１億円臨時財政対策債等 ２，５７７億円（⑳末 ２，１５２億円） ＋４２５億円（臨財債＋415億円、退手債＋20億円、減税補てん債等△10億円）

８２８２８２８２，，，，５６３５６３５６３５６３ ［５９，２６６］ ＋＋＋＋２３２３２３２３，，，，２９７２９７２９７２９７ ＋＋＋＋３９３９３９３９．．．．３３３３％％％％

うち通常債通常債通常債通常債 34,45734,45734,45734,457［31,043］ ＋＋＋＋ 3,4143,4143,4143,414 ＋＋＋＋11.0%11.0%11.0%11.0%

臨時財政対策債等臨時財政対策債等臨時財政対策債等臨時財政対策債等

48,10648,10648,10648,106［28,223] ＋＋＋＋19,88319,88319,88319,883 ＋＋＋＋70.470.470.470.4%%%%

県債管理基金県債管理基金県債管理基金県債管理基金 0 0 0 0 ［5,800］ 皆減皆減皆減皆減

４



５

３ 一般会計 歳出の状況

◇人件費は、⑳1,657億円から 1,612億円に減少(△45億円）。

◇公共事業などの普通建設事業費は、⑳727億円から 785億円に増加(＋58億円)。

◇補助費は、社会保障関係経費の増加のほか、病院事業補助、1300年記念事業負担金

などの増により⑳884億円から 1,021億円に増加(＋137億円)。

◇積立金は、国の経済危機対策等による基金創設などにより⑳184億円から 434億円

に増加(＋250億円)。

（１） 性質別

     (単 位 ： 百 万 円 、 ％ ）平 成 2 1 年 度 平 成 2 0 年 度決 算 額 Ａ 決 算 額 Ｂ 増 減 額 (Ａ － Ｂ )  Ｃ 増 減 率 　 Ｃ ／ Ｂ1 6 1 ,1 8 4 1 6 5 ,6 6 6 △  4 ,4 8 2 △  2 .7う ち 退 職 手 当 1 8 ,1 4 4 1 8 ,2 0 4 △  6 0 △  0 .3う ち 退 職 手 当 以 外 1 4 3 ,0 4 0 1 4 7 ,4 6 2 △  4 ,4 2 2 △  3 .01 2 ,5 8 1 1 1 ,9 4 7 6 3 4 5 .37 2 ,0 1 7 7 2 ,1 2 1 △  1 0 4 △  0 .12 4 5 ,7 8 2 2 4 9 ,7 3 4 △  3 ,9 5 2 △  1 .67 8 ,4 8 3 7 2 ,7 0 8 5 ,7 7 5 7 .9補 助 事 業 費 5 6 ,8 3 1 4 9 ,5 0 9 7 ,3 2 2 1 4 .8単 独 事 業 費 8 ,7 4 6 1 0 ,7 9 8 △  2 ,0 5 2 △  1 9 .0国 直 轄 事 業 費 負 担 金 1 2 ,9 0 6 1 2 ,4 0 1 5 0 5 4 .15 2 3 4 5 4 6 9 1 5 .27 9 ,0 0 6 7 3 ,1 6 2 5 ,8 4 4 8 .01 3 ,4 0 4 1 1 ,2 9 4 2 ,1 1 0 1 8 .73 ,2 5 1 2 ,1 5 2 1 ,0 9 9 5 1 .11 0 2 ,1 4 0 8 8 ,4 2 7 1 3 ,7 1 3 1 5 .5う ち 県 税 交 付 金 等 2 3 ,4 1 9 2 2 ,5 4 0 8 7 9 3 .94 3 ,3 6 7 1 8 ,3 8 4 2 4 ,9 8 3 1 3 5 .96 2 6 1 ,0 0 7 △  3 8 1 △  3 7 .85 ,1 8 1 2 ,9 6 2 2 ,2 1 9 7 4 .94 ,9 3 3 5 ,9 9 3 △  1 ,0 6 0 △  1 7 .71 7 2 ,9 0 2 1 3 0 ,2 1 9 4 2 ,6 8 3 3 2 .84 9 7 ,6 9 0 4 5 3 ,1 1 5 4 4 ,5 7 5 9 .8（ そ の 他 経 費 ） 小 計合 計貸 付 金
物 件 費維 持 補 修 費補 助 費 等繰 出 金投 資 及 び 出 資 金積 立 金
公 債 費
（ 投 資 的 経 費 ） 小 計普 通 建 設 事 業 費（ 義 務 的 経 費 ） 小 計災 害 復 旧 事 業 費

区 　 　 　 　 分人 件 費 比 　 　 　 　 　 較扶 助 費

人件費　161,184(32.4)
扶助費　12,581(2.5)公債費　72,017(14.5)普通建設事業等79,006(15.9)

補助費等102,140(20.5)
投資及び出資金・積立金 43,993(8.8) 物件費その他　21,588(4.4)

歳　　出497,690百万円
貸付金 5,181(1.0) 単位：百万円（　）構成比 ％
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・人事委員会勧告による給与改定により、前年度に比べ減少（△２，８２３）

給与の平均改定率 △０．２％ 期末・勤勉手当 △０．３５月

・自主的な給与抑制措置は引き続き継続

給与抑制措置（抑制率） 特別職 知事 １０％、副知事 ５％、代表監査委員 ４％一般職 部・次長級 3.7％、課長級 2.7％、主幹～主査級1.2％ 等
・退職手当は、団塊の世代の職員の退職等により、引き続き高い水準で推移。

【参考】退職手当決算額の推移 （単位：億円）

扶助費扶助費扶助費扶助費
１２１２１２１２，，，，５８１５８１５８１５８１ ［１１，９４７］ ＋＋＋＋６３４６３４６３４６３４ ＋＋＋＋５５５５．．．．３３３３％％％％

・生活保護費(＋374､＋8.7％)、精神障害者自立支援医療費負担金(＋100､＋9.0％)､

特定疾患医療費(＋91、+8.6％)などの増。

単位：百万円、［ ］内は20年度決算額

人件費人件費人件費人件費

１６１１６１１６１１６１，，，，１８４１８４１８４１８４ ［１６５，６６６］ △△△△４４４４，，，，４８２４８２４８２４８２ △△△△２２２２．．．．７７７７％％％％

うちうちうちうち退職手当退職手当退職手当退職手当 18,18,18,18,144144144144 ［ 18,204］ △△△△ 60  60  60  60  △△△△ 0.30.30.30.3%%%%

退職手当以外退職手当以外退職手当以外退職手当以外 143,040143,040143,040143,040 ［147,462］ △△△△4,422 4,422 4,422 4,422 △△△△ 3.03.03.03.0%%%%

公債費公債費公債費公債費

７２７２７２７２，，，，０１７０１７０１７０１７ ［７２，１２１］ △△△△１０４１０４１０４１０４ △△△△００００．．．．１１１１％％％％

うちうちうちうち元金元金元金元金 55,20255,20255,20255,202 ［54,880］ ＋＋＋＋ 322322322322 ＋＋＋＋0.6%0.6%0.6%0.6%

利子利子利子利子 16,81516,81516,81516,815 ［17,241］ △△△△ 426426426426 △△△△2.2.2.2.5%5%5%5%

・臨時財政対策債の償還の増加により、償還元金は増加。

・借入利率の低下により、支払利子は減少。

６

➢ 義務的経費（人件費、公債費、扶助費の合計）は、

２０年度決算に比べ、４０億円（３，９５２百万円）の減。

歳出全体に占める構成比は、４９．４％で、依然高い水準にある。

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21123 119 138 135 146 168 187 182 181



普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費

・大宮道路、三条道路、中和幹線等の道路整備やＪＲ奈良駅付近連続立体交差事業、

橿原公苑陸上競技場整備、県立学校施設の充実など、県民が安心して暮らすための

基盤整備や平城遷都1300年祭に向けた整備を、国の経済危機対策等を活用しつつ

推進。

７８７８７８７８，，，，４８３４８３４８３４８３ ［７２，７０８］ ＋＋＋＋５５５５，，，，７７５７７５７７５７７５ ＋＋＋＋７７７７．．．．９９９９％％％％

補助費等補助費等補助費等補助費等
１０２１０２１０２１０２，，，，１４０１４０１４０１４０ ［８８，４２７］ ＋＋＋＋１３１３１３１３，，，，７１３７１３７１３７１３ ＋＋＋＋１５１５１５１５．．．．５５５５％％％％

・国の社会保障制度に関する経費は、後期高齢者医療制度(＋632)、介護給付費負担

金 (＋640)、障害者自立支援給付費(＋435)の増加等により引き続き増加。

・県立病院事業への補助金（＋1,548）、1300年記念事業協会への負担金（＋2,289）、

生活福祉資金貸付補助(＋1,391)、全国高校総体実行委員会補助（＋695）、衆議院

議員選挙経費（＋568）が増加。

・県税交付金等(地方消費税清算金含む) ２３，４１９［２２，５４０］ ＋ ８７９ ＋ ３．９％

・税収入払戻金及び還付加算金 ２，７５１［ ８６５］ ＋１，８８６ ＋２１８．１％

単位：百万円、［ ］内は20年度決算額

７

積立金積立金積立金積立金

・国の経済危機対策等による、社会福祉施設耐震化等促進基金(1,801)、介護基盤緊

急整備等支援基金(2,726)、介護職員処遇改善等支援基金(5,378)、地域医療再生基

金(6,430)、医療施設耐震化促進基金(5,774)などを創設したほか､緊急雇用創出特例

基金(6,184)、障害者自立支援対策基金(1,871)、安心こども基金(2,084)の積み増しに

より、大幅に増加。

４３４３４３４３，，，，３６７３６７３６７３６７［１８，３８４］ ＋＋＋＋２４２４２４２４，，，，９８３９８３９８３９８３ ＋＋＋＋１１１１３５３５３５３５．．．．９９９９％％％％



８

（２） 目的別  (単位：百万円、％）平成21年度 平成20年度決　算　額 決　算　額 増　減　額 増　減　率Ａ Ｂ （Ａ－Ｂ）Ｃ Ｃ／Ｂ議 会 費 1,128 1,166 △ 38 △ 3.3総 務 費 32,364 25,511 6,853 26.9地 域 振 興 費 11,911 8,330 3,581 43.0福 祉 費 74,736 57,287 17,449 30.5健 康 安 全 費 25,391 11,136 14,255 128.0く ら し 創 造 費 5,472 4,388 1,084 24.7労 働 費 7,014 7,640 △ 626 △ 8.2農 林 水 産 業 費 19,151 17,181 1,970 11.5商 工 費 5,577 3,112 2,465 79.2土 木 費 72,153 66,661 5,492 8.2警 察 費 28,766 29,412 △ 646 △ 2.2教 育 費 117,586 120,324 △ 2,738 △ 2.3災 害 復 旧 費 524 454 70 15.4公 債 費 72,086 72,144 △ 58 △ 0.1諸 支 出 金 23,831 28,369 △ 4,538 △ 16.0予 備 費 0 0 0 0.0合 計 497,690 453,115 44,575 9.8

比 較款　　別

くらし創造費　5,472(1.1)

歳　　出

497,690百万円

教育費　117,586(23.6)

土木費　72,153(14.5)
福祉費　74,736(15.0)公債費　72,086(14.5)

諸支出金23,831(4.8)
警察費28,766(5.8)総務費32,364(6.5)
健康安全費25,391(5.1)

農林水産業費　19,151(3.9)地域振興費　11,911(2.4)労働費　7,014(1.4)商工費　5,577(1.1) その他　1,128(0.2)災害復旧費　524(0.1) 単位：百万円（　）構成比 ％



県債残高

⑳ 9,860億11百万円 → 10,133億73百万円(＋273億62百万円)

H21年度末の県債残高のうち、交付税措置がなく、県税等で償還する額

4,580億36百万円 45.2％(△12億8百万円 △1.4％)

財政調整基金、県債管理基金残高

⑳ 365億92百万円 → 400億 6百万円(＋ 34億14百万円)

◇ 地方交付税の振替である臨時財政対策債などの増加により、収支は前年

度に比べ増加。

実質収支 ⑳８億70百万円 → 22億50百万円 (＋13億80百万円)

４ 収支の状況

９

21

< 参 考 >

21
21

決算額一般財源内訳 (単位：百万円)平成21年度 平成20年度決　算　額 決　算　額Ａ Ｂ （Ａ－Ｂ）Ｃａ 334,673 330,839 3,834 
0 6,900 △ 6,900 

3,334 0 3,334 10,208 9,712 496 ｂ 330,656 328,190 2,466 ｃ 4,017 2,649 1,368 ｄ 1,767 1,779 △ 12 2,250 870 1,380 

314,227 319,626 

翌 年 度 繰 越（一般財源）

歳 入 （ 一 般 財 源 ）

歳 出 （ 一 般 財 源 ）差 引 （ ａ － ｂ ）

主 要 な 一 般 財 源財政調整基金・県債管理基金繰入県税､地方消費税清算金、地方譲与税、地方特例交付金、地方交付税、臨時財政対策債特 別 会 計 繰 越 金 繰 入

実 質 収 支 ( ｃ － ｄ )

増　減　額
中小企業振興資金貸付金特会農業改良資金貸付金特会林業改善資金貸付金特会 1,505 1,505 0 

区 分
5,399 

土 地 開 発 基 金 廃 止そ の 他



５ 特別会計の状況

１０

(単位：百万円、％）平成20年度最終予算額 歳入決算額 歳出決算額 差 引 歳出決算額 増 減 額 増減率Ａ Ｂ Ｃ Ｂ－Ｃ Ｄ (C-D)Ｅ E／D公立大学法人奈良県立医科大学関係経費 7,229 7,150 7,150 0 7,776 △ 626 △ 8.1県 営 競 輪事 業 費 15,246 12,432 12,457 △ 25 18,783 △ 6,326 △ 33.7観 光 自 動 車駐 車 場 費 363 339 336 3 332 4 1.2母子寡婦福祉資 金 貸 付 金 128 131 114 17 153 △ 39 △ 25.5農 業 改 良資 金 貸 付 金 503 454 248 206 108 140 129.6中小企業振興資 金 貸 付 金 2,530 3,142 2,119 1,023 439 1,680 382.7証 紙 収 入 5,431 5,451 5,259 192 6,327 △ 1,068 △ 16.9流 域 下 水 道事 業 費 14,045 13,280 12,519 761 14,644 △ 2,125 △ 14.5林業改善資金貸 付 金 425 596 303 293 18 285 1,583.3中央卸売市場事 業 費 1,098 668 645 23 631 14 2.2公 債 管 理 120,662 120,074 120,074 0 103,119 16,955 16.4育 成 奨 学 金貸 付 金 253 651 231 420 215 16 7.4（奈良公園費） －　 －　 －　 －　 345 △ 345 △ 100.0合 計 167,913 164,368 161,455 2,913 152,545 8,910 5.8【参　　考】 (単位：百万円、％）平成20年度最終予算額 収入決算額 支出決算額 差 引 支出決算額 増 減 額 増減率Ａ Ｂ Ｃ Ｂ－Ｃ Ｄ (C-D)Ｅ E／D収入  12,431支出  11,305病 院 事 業 費 23,083 19,327 19,284 43 20,621 △ 1,337 △ 6.5

比 較会 計 名 平 成 21 年 度

公 営 企 業会 計(収益的収支) 平 成 21 年 度 比 較11,189 △ 912 △ 8.2水道用水供給事 業 費 12,276 10,277 1,999



健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率

公営企業公営企業公営企業公営企業のののの資金不足比率資金不足比率資金不足比率資金不足比率

◇「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」の施行に伴い、１９年度

決算から健全化判断比率等を算定。

一定の基準を超えた場合には、財政健全化計画等の策定が必要。

◇本県の指標は、いずれも基準をクリア。

６ 財政状況の指標

１１

H21本県数値 H20本県数値 経営健全化基準―(△163.7%) ―(△167.1%)6.7% 8.7%―(△8.7%) ―(△8.1%)―(△4.0%) ―(△0.9%)　※　水道用水供給事業、流域下水道事業、中央卸売市場事業は、資金不足がないため、（　　）内に資金　※　経営健全化基準 ： 自主的な改善努力による経営健全化が必要な水準　　　　　→ 経営健全化計画の策定、外部監査の義務付け、総務大臣による必要な勧告等
20% 中央卸売市場事業　　　 剰余の比率を△で表している

 水道用水供給事業 病院事業 流域下水道事業 資金不足比率　・公営企業ごとの資金不足の比率

H21本県数値 H20本県数値 早期健全化基準 財政再生基準
―

(△0.82%)

―

(△0.35%)

3.75% 5%

―

(△7.02%)

―

(△6.61%)

8.75% 15%

11.7% 11.8% 25% 35%

237.1% 252.2% 400% ―　※　実質赤字比率、連結実質赤字比率は、実質赤字がないため、（　　）内に黒字の比率を△で表している　※　早期健全化基準 ： 自主的な改善努力による財政健全化が必要な水準　　　　　→ 財政健全化計画の策定・外部監査の義務付け、総務大臣による必要な勧告等　※  財政再生基準    ： 国の関与による確実な再生が必要な水準　　　　　→ 財政再生計画の策定・外部監査の義務付け、起債の制限、総務大臣による予算変更の勧告等

 実質赤字比率　・一般会計等（公営企業・公営事業を除く会計）の　  実質赤字の比率
 連結実質赤字比率　・全ての会計の実質赤字の比率
 実質公債費比率　・公債費・公債費に準じた経費の比重を示す比率
 将来負担比率　・地方債残高のほか一般会計等が将来負担すべき    実質的な負債を捉えた比率



 地方債の元利償還金 71,710 地方債の準元利償還金 2,584     　H21 12.2%  　満期一括償還地方債の元金償還金相当額 715     　H20 11.4%  　公営企業債の償還に充てたと認められる繰出金 587     　H19 11.8%  　公債費に準ずる債務負担行為に基づく支出 1,282 特定財源（公営住宅使用料など） 1,772 　　　H19～H21 ３カ年平均 元利・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 41,197           11.7% 標準財政規模 297,733

　　　　　　　　　　　　　（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－

　　　　　　　　　　　　（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

　　　 　　　　　　　　　　標準財政規模－

　　　　　　　　　　　　　　（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

実質公債費比率

（３か年平均）

＝

（単位：百万円）

実質赤字比率実質赤字比率実質赤字比率実質赤字比率 ―――― （（（（△△△△００００．．．．８２８２８２８２％）％）％）％） ※※※※ △△△△はははは黒字黒字黒字黒字のののの比率比率比率比率

連結実質赤字比率連結実質赤字比率連結実質赤字比率連結実質赤字比率

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率

―――― （（（（△△△△７７７７．．．．０２０２０２０２％）％）％）％） ※※※※ △△△△はははは黒字黒字黒字黒字のののの比率比率比率比率

１１１１１１１１．．．．７７７７％％％％

１２

指標指標指標指標のののの算定内訳算定内訳算定内訳算定内訳

 一般会計等の実質赤字額 △ 2,442 標準財政規模 297,733

　　　　　　一般会計等の実質赤字額

　　　　　　　標準財政規模

実質赤字比率　＝

 連結実質赤字額 △ 20,917  　一般会計等の実質赤字額 △ 2,442  　公営事業会計の実質赤字額 23  　公営企業会計の資金不足額 △ 18,498 標準財政規模 297,733

　　　　　　　　　　　連結実質赤字額

　　　　　　　　　　　標準財政規模

連結実質赤字比率　＝



 将来負担額 1,247,329 　 一般会計等の地方債現在高 1,053,043  　債務負担行為に基づく支出予定額 5,669  　公営企業債の償還に充てる繰出見込額 7,659  　退職手当負担見込額 171,541  　設立法人の負債額等負担見込額 9,417 充当可能基金額 81,873 特定財源見込額（公営住宅使用料など） 13,576 地方債現在額等に係る基準財政需要額算入見込額 543,551 標準財政規模 297,733 元利・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 41,197

 　　　道路公社、土地開発公社、地方独立行政法人（医大）、農業振興公社、林業基金

　　　　　　　　　　　　将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋

　　　　　　　　　　　　地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

　　　　　　　　　　　　　標準財政規模－

　　　　　　　　　　　　　（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

将来負担比率　＝

将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率

資金不足比率資金不足比率資金不足比率資金不足比率

（単位：百万円）

１３

２３７２３７２３７２３７．．．．１１１１％％％％

※※※※ △△△△はははは資金剰余資金剰余資金剰余資金剰余のののの比率比率比率比率

 水道用水供給事業 ―　（△163.7%）

 病院事業 6.7%

 流域下水道事業 ―　（△8.7%）

 中央卸売市場事業 ―　（△4.0%）

資金不足額 事業の規模 水道用水供給事業 ― 11,567 病院事業 1,049 15,546 流域下水道事業 ― 6,703 中央卸売市場事業 ― 575

　　　　　　　資金の不足額

　　　　　　　事業の規模

資金不足比率　＝



指標指標指標指標のののの算定対象算定対象算定対象算定対象

１４

○一般会計
○特別会計公立大学法人奈良県立医科大学　　　　　　　　　　　　　　　関係経費特別会計奈良県母子寡婦福祉資金貸付金特別会計奈良県農業改良資金貸付金特別会計奈良県中小企業振興資金貸付金特別会計奈良県証紙収入特別会計奈良県林業改善資金貸付金特別会計奈良県公債管理特別会計奈良県育成奨学金貸付金特別会計奈良県営競輪事業費特別会計奈良県観光自動車駐車場費特別会計奈良県水道用水供給事業費特別会計奈良県病院事業費特別会計奈良県流域下水道事業費特別会計奈良県中央卸売市場事業費特別会計
該当なし○土地開発公社奈良県土地開発公社○地方道路公社奈良県道路公社○地方独立行政法人公立大学法人奈良県立医科大学○損失補償債務のある設立法人(財)奈良県農業振興公社(財)奈良県林業基金(財)奈良県中小企業支援センター

一部事務組合・広域連合
地方公社・第３セクター等

地方公共団体

一般会計　　
特別会計　　
公営事業会計公営企業会計

一般会計等
将来負担比率

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 資金不足比率 公営企業ごとに算定



１５

財政健全化法財政健全化法財政健全化法財政健全化法のしくみのしくみのしくみのしくみ

早期健全化基準 　　 財政再生基準公営企業の経営健全化基準＜種 類＞ 資金繰りの状況を表すフロー指標＜範 囲＞ 一般会計及び特別会計（公営事業会計及び公営企業会計を除く）　＝一般会計等＜内 容＞ 実質赤字（歳入－歳出－翌年度に繰り越すべき財源 が▲となった額）の標準財政規模に対する比率※標準財政規模 ： 地方公共団体が標準的な状態で通常収入が見込まれる一般財源の規模を示す指標　　　 　　標準税収入（普通交付税の算定に用いる各団体の収入）＋普通交付税＋臨時財政対策債発行可能額＜種 類＞ 資金繰りの状況を表すフロー指標＜範 囲＞ 一般会計及び全ての特別会計＜内 容＞ 全会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率＜種 類＞ 資金繰りの状況を表すフロー指標＜範 囲＞ 一般会計、全ての特別会計、一部事務組合及び広域連合＜内 容＞ 一般会計等が負担する地方債の元利償還金及びこれに準じるもの（満期一括償還地方債の１年当たり償還相当額、公債費に準じる債務負担行為に基づく支出 等）の標準財政規模に対する比率＜種 類＞ 負債の総額の状況を表すストック指標＜範 囲＞ 一般会計、全ての特別会計、一部事務組合及び広域連合、地方公社、損失補償債務のある法人等＜内 容＞ 一般会計等が将来負担すべき負債総額の標準財政規模に対する比率＜種 類＞ 資金繰りの状況を表すフロー指標＜範 囲＞ 公営企業ごと＜内 容＞ 資金不足額（流動負債－流動資産）の事業規模（営業収益）に対する比率

　指標の整備と

　情報開示の徹底［健全化判断比率］・フロー指標　①①①①実質赤字比率実質赤字比率実質赤字比率実質赤字比率　②②②②連結実質赤字比率連結実質赤字比率連結実質赤字比率連結実質赤字比率　③③③③実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率・ストック指標　④④④④将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率［公営企業の資金不足比率］　　 資金不足比率資金不足比率資金不足比率資金不足比率→監査委員の審査に付し、　 議会に報告、公表

健全段階

 自主的な改善努力

 による財政健全化      ・財政健全化計画の策定・外部監査の義務付け・実施状況を毎年度議会に　報告、公表・早期健全化が著しく困難と　認められるときは、総務大　臣が必要な勧告を行う

財政の
早期健全化

  国等の関与による

  確実な再生・財政再生計画の策定・外部監査の義務付け・計画は、総務大臣に協議し  同意を求めることができる　【同意無】　・災害復旧等を除き起債を制限　【同意有】　・収支不足額を振り替えるため、   再生振替特例債の起債可・財政運営が計画に適合しな  い場合、予算変更等を勧告

財政の再生

（

健
全
財
政）

（

財
政
悪
化）

実質赤字比率実質赤字比率実質赤字比率実質赤字比率
連結実質赤字比率連結実質赤字比率連結実質赤字比率連結実質赤字比率
実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率
将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率
公営企業公営企業公営企業公営企業のののの資金不足比率資金不足比率資金不足比率資金不足比率



自主財源の割合：県税（地方消費税清算後）、分担金負担金、使用料手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入の合計額が歳出総額に占める割合
１６

参考資料

県税の状況

県　税　の　推　移

020,00040,00060,00080,000100,000120,000140,000

Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

（百万円）

利子割県民税 法人関係税
その他

118,157 98,696

産業廃棄物税創設郵便貯金高金利満期

105,504 110,682
個人県民税

101,282 103,646
H21までは決算額、Ｈ22は当初予算額

森林環境税創設

109,844 132,832

税源移譲（個人県民税）

125,853 100,600

自主財源の割合、県民１人あたり地方消費税・法人２税・個人住民税の推移

17.0 12.5 17.5 18.4 19.5 21.7 22.5 19.4 11.1 8.5
19.6 19.0 17.9 17.3 17.7 19.6

35.6
14.4 13.0 14.2 15.7 14.8 15.3 15.3 14.8 15.1 14.6

37.3 33.936.4 33.7%33.1%38.6%41.1%34.5%32.9%32.0%31.5%31.4%34.2%

0%5%10%
15%20%25%
30%35%40%
45%

Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２年　　度 0.05.010.0
15.020.025.0
30.035.040.0
45.0法人２税 個人住民税 地方消費税 自主財源比率 千円／人Ｈ２１までは決算ベース、Ｈ２２は当初予算ベース

棒グラフは右目盛り
折線グラフは左目盛り



１７

県債の状況

県債発行額と県税収入額の推移

713 652 589 520 570 492 385 338 311 345 279
436 325 244 238 227 63214 117 262 282 4815063 63 91

1,250 1,182 987 1,036 1,055 1,098 1,328 1,259 1,107 1,0061,013

02004006008001,0001,2001,4001,600

Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

借換債臨時財政対策債・減税補てん債・ＮＴＴ債・退職手当債通常債県税収入額（億円）
911790 832 942 1,006 895

※　１　Ｈ２１までは決算額、Ｈ２２は当初予算額。　　 ２　Ｈ１２からＨ１５までの決算額は、借換債を含めた額。Ｈ１６以降は、借換債を含まない額。　　 ３　Ｈ１６以降の借換債発行額は、公債管理特別会計に計上。

736 623 565 593 826

県民１人あたり県債発行額及び県税収入額の推移

50 53 59 66 62 51 44 40 42 58 64
86 82 68 70 72 77 94 89 78 7174

01020
304050
607080
90100

Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

県民１人あたり県債発行額（借換債）県民１人あたり県債発行額県民１人あたり県税収入額（千円）

※　１　Ｈ２１までは決算ベース、Ｈ２２は当初予算ベース。　　 ２　Ｈ１２からＨ１５までの決算額は、借換債を含めた額。Ｈ１６以降は、借換債を含まない額。　　 ３　Ｈ１６以降の借換債発行額は、公債管理特別会計に計上。

55 58 65 70



１８

県民１人あたり県債残高の推移

519559 571 577 570 573 573 565 557 545 534
2221821521351211059017 24 41 71

0100200300400500600700800

Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

通常債 臨時財政対策債・減税補てん債・臨時税収補てん債・ＮＴＴ債・退職手当債（千円） 741576 595 618 641 663 ※　Ｈ２１までは決算ベース、Ｈ２２は当初予算ベース。678 686 692 697 716

3,859 3,896 3,822 3,793 3,798 3,557 3,419 3,232 3,113 3,068
4,393 4,413 4,384 4,430 4,396 4,508 4,496

598 1,018 1,285 1,503 1,696 1,852 2,036 2,441 2,974
4,2774,4454,477349 22 1671361166248.9% 50.5% 54.7% 53.7% 53.6% 53.4% 54.8% 57.6%52.5% 53.4%

1,182 987 1,013 1,036 1,055 1,098 1,328 1,259 1,107 1,00602,0004,0006,0008,00010,00012,00014,000

Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

退職手当債（交付税措置なし）臨時財政対策債等（全額交付税措置）通常債（うち交付税措置以外分）通常債（うち交付税措置分）（億円） 残高に占める交付税措置額の割合県　債　残　高　の　推　移

8,602 8,907 9,223 9,508 9,696 9,783 9,828 9,860
通常債計8,253 8,309 8,205 8,223 8,193 8,065 7,914 7,708

・表示単位未満で四捨五入しているため、数値の計と合計が一致しない場合がある。

10,134
7,557

※

※
※※

県民１人あたり741千円

（Ｈ2１までは決算額、H22は当初予算額）
10,486
7,345

うち交付税措置分 県税収入額



１９

公債費の状況

基金の状況

公債費の推移

682 754 782 857 812 742 722 696 721 720 749
5091636312.9

14.4 16.5 15.5 15.7 15.5 15.9 15.616.2 17.2 15.0

02004006008001,0001,200

Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 0.02.04.0
6.08.010.0
12.014.016.018.0借換債借換債以外歳出に占める公債費の割合

※　１　Ｈ２１までは決算額、Ｈ２２は当初予算額。　　 ２　Ｈ１２からＨ１５までの決算額は、借換債を含めた額。Ｈ１６以降は、借換債を含まない額。　　 ３　Ｈ１６以降の借換債に係る公債費は、公債管理特別会計に計上。

（％）（億円）
745 817 873 907

基　金　残　高　の　推　移

477 462 520 528 471 440 400 406574
882 730

366387 462324362 350 341 358 427110 100 105 99 93 87 82 81 98 99
307302285353378429415362367 305

0100200
300400500
600700800
900

Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 0100
200300
400500
600財調＋県債基金 特定目的基金 財政調整基金 県債管理基金 （億円）（億円）

（年度）

Ｈ21までは決算額、Ｈ22は当初予算ベース



２０

（１）義務的経費の状況

歳出の状況

【人件費の推移】 （単位：億円）Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22人件費 1,801 1,761 1,725 1,710 1,711 1,698 1,692 1,657 1,612 1,672＜Ｈ20→Ｈ21　△45、△2.7％＞　うち退職手当除き 1,678 1,642 1,587 1,575 1,565 1,530 1,505 1,475 1,431 1,465＜Ｈ20→Ｈ21　△44、△3.0％＞　うち退職手当 123 119 138 135 146 168 187 182 181 207＜Ｈ20→Ｈ21　△ 1、△0.3％＞※　Ｈ2１までは決算、Ｈ22は当初予算額。

義 務 的 経 費 の 推 移

(1,801)(177) (166) (123) (125) (122) (114) (115) (119) (126) (132)(817) (873) (907) (812) (722) (696) (721) (720) (749)
2,870 2,590 2,529 2,290 2,213 2,076 2,001 2,034 2,519 2,100

(1,761) (1,725) (1,710) (1,711) (1,698) (1,692) (1,657) (1,612) (1,672)
(742)

49.3 52.0 52.1 53.8 53.649.455.655.0 55.153.6

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000 9,000 

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0 55.0 60.0 
その他の経費(公債費)(扶助費)　 　義務的経費(人件費)義務的経費決算額の構成比

（億円） （％）

※　１　Ｈ２１までは決算額、Ｈ２２は当初予算額。　　２　Ｈ１３からＨ１５までの決算額は、借換債を含めた額。Ｈ１６以降は、借換債を含まない額。Ｈ１６以降の借換債に係る公債費は、公債管理特別会計に計上。
2,575 2,503

4,937 4,531 億円
義務的経費の構成比

2,795

5,665 5,390

2,800 2,755 2,647

5,284 4,788 4,610
2,534 2,497

4,504 4,977 4,653
2,458 2,553



（２）主な社会保障関係経費の状況

（３）普通建設事業の状況

２１

主な社会保障関係経費の推移

5,384 6,271 6,699 7,413 7,856 9,404 9,767 10,154 10,794 11,0875,616 5,775 6,140 6,917 7,991 8,314 8,618 10,567 11,199 11,5161,154 1,047 2,090 2,302 2,737 2,9712,640 2,650 2,630 2,958
983 999 1,531 1,580 7,042 8,584 9,283 8,863 9,157 9,858
4,733 4,846 4,945 4,792 4,624 4,330 4,207 4,279 4,653 4,819

1,137761743603487 541531 2,332863815
05,00010,00015,00020,00025,00030,00035,00040,00045,000

Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

（百万円） 生活保護費国民健康保険関係経費児童手当（子ども手当）負担金障害者自立支援給付後期高齢者医療制度関係経費介護給付費負担金
43,209

18,357 19,469 20,459 22,260 29,137 34,101 36,605 38,815

※ Ｈ13～21は決算額、Ｈ22は当初予算額

生活保護費の性質は扶助費、その他の性質は補助費等 41,170

普通建設事業費の推移

73,413 72,335 70,181 58,169 60,030 54,396 50,142 49,509 56,831 45,610
54,273 44,423 36,609 34,021 22,534 18,605 14,747 10,798 8,746 10,46213,468 12,401 12,906 10,18412,79220,82417,01728,96021,04114,31625.1 25.5 25.7 22.1 21.6 18.6 17.4 16.0 15.8 14.2

020,00040,00060,00080,000100,000120,000140,000160,000180,000200,000220,000

Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 0.05.0
10.015.0
20.025.0
30.035.0直轄事業単独事業補助事業歳出全体に占める割合

（％）（百万円）

78,483
142,002 137,799 135,750 103,388 72,708 66,256
※　Ｈ１３～Ｈ２１は決算額、Ｈ２２は当初予算額

85,793 78,357109,207


